１　議員１
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　876,522円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	旅費
	372,236
	交通費

	車両維持費
	105,346
	ガソリン代

	駐車場利用費
	25,266
	駐車料金

	高速道路利用料
	21,797
	高速料金

	会費
	10,000
	○○組

	　　〃
	300
	○○○保存会

	　　〃
	10,000
	○○の会

	　　〃
	10,000
	○○作業所

	　　〃
	60,000
	○○区親交会

	　　〃
	6,000
	○○議員懇話会

	　　〃
	50,000
	○○父母の会

	会合参加費
	205,577
	○○区商店会連盟　他


ウ　調査結果

　　　ｲ.　旅費、駐車場利用費、高速道路利用料の合計419,299円は詳細不明であるため、本件基準により12万円を超える299,299円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　ガソリン代は後援会用の使用が認められないから1/2に按分し、52,673円が目的外支出である。

　　　ﾊ. ○○組は、○○社大阪○○組の会費であるが、参拝を目的とする宗教講と思われ、政務調査に関連するものとは認めがたい。会費10,000円は目的外支出である。

　　　ﾆ.　○○保存会会費は金額に照らし、不適切とは言えない。

　　　ﾎ.　○○の会は、地方議員が集まっている会で、北朝鮮の拉致問題等の情報源となっているとのことであるので、適切な支出と認められる。

　　　ﾍ.　○○作業所を支える会の年会費10,000円は議員としての通常の活動範囲であり、政務調査に関連するものとは認めがたい。

　　　ﾄ.　○○区親交会は区長を中心に区政を議論する会であり、適正な支出と認められる。

　　　ﾁ.　○○議員懇話会6,000円は○○会が推せんする府議会議員等の意見交換会であり、選挙と関係して通常の議員活動の範囲内と認められ、目的外支出と認められる。

　　　ﾘ.　○○父母の会は年会費であり、その会合への参加は調査研究に資するものと認められる。

　　　ﾇ.　7月30日他会合参加費205,577円は研修費に分類すべきものを誤って算入したと記載しているが、収支報告書の調査研究費として計上している以上、その支出自体が適切なものかは当然監査の対象となるものであり、その詳細が不明である以上、適正な支出とは認めがたい。

　(2)　広報費　275,856円

ア　請求人の主張

　　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行費
	275,856
	印刷代、折り込み代


ウ　調査結果

　　　　自民党府議団だよりの追加印刷代、新聞折込み代であり、適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　899,602円

ア　請求人の主張

　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	共益費負担分
	600,000
	　

	プリンタカートリッジ　他
	80,049
	　

	コピードラム　他
	36,582
	　

	プリンタインク　他
	13,818
	　

	　　〃
	924
	　

	事務用品　他
	2,880
	　

	　　〃
	15,765
	　

	プリンタトナー　他
	148,034
	　

	ＤＶＤパック
	1,550
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　２Ｆ建自宅の１Ｆ玄関すぐ横を事務所としている。共通経費負担分として月額5万円を定額計上しているが、事務所の維持管理費に当る光熱水費の資料が提出されていないため、本件監査基準により240,000円の限度で認め、360,000円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　後援会は自宅に置いていないとのことであるので、その余の支払いは適切と認められる。

　(4)　事務費　1,545,770円

ア　請求人の主張

　　　　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	車両購入費分担分
	600,000
	　

	駐車場使用料
	216,000
	　

	郵送費
	221,555
	　

	電話代
	267,555
	　

	車両維持費（車検、修理）
	177,310
	　

	　　〃　　（保険）
	63,350
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　本件基準により、車両購入費負担分600,000円、車両維持費177,310円、63,350円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　駐車場は、自宅前の駐車場2台のうちの1台分（1ヵ月18,000円）を計上しており、来客用として不適切とはいえない。

　　　ﾊ.　電話代は、自宅兼用であるので、1/2を超える133,777円は目的外支出である。

　(5)　人件費  1,560,000円 

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査協力（政務調査）
	600,000
	　

	　　〃
	960,000
	　


ウ　調査結果

　　　　事務所に事務員の机はなく、60万円は事務所に出勤していない第三者に対する情報収集の依頼に対する対価である。96万円は事務を手伝っている妻への支払いである。両名からは平成17年3月31日付けで1年分をまとめた領収書が提出されているが、毎月の支払いを証する客観的な書類が必要であるところ、このような書類によって第三者への支払いを認めることはやむをえないものと思われるが、妻への支払いは本件基準により1/4の240,000円を超える720,000円は目的外支出である。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち583,549円、事務所費のうち360,000円、事務費のうち974,437円、人件費のうち720,000円の合計2,637,986円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　　828,693円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	旅費
	363,887
	交通費

	車両維持費
	155,845
	ガソリン代

	駐車場利用費
	19,397
	駐車料金

	高速道路利用料
	23,164
	高速料金

	会費
	12,000
	○○会　他

	　　〃
	20,400
	○○協会

	　　〃
	3,600
	○○保存会

	　　〃
	10,000
	○○の会

	　　〃
	10,000
	○○組

	　　〃
	60,000
	○○区親交会

	　　〃
	6,000
	○○小校友会


	　　〃
	6,000
	○○議員懇談会

	　　〃
	20,400
	○○福祉協会

	会合参加費
	118,000
	○○老人クラブ　他


ウ　調査結果

　　　ｲ.　旅費、駐車場利用費、高速道路利用料の合計406,448円は詳細不明であるため、本件基準により12万円を超える286,448円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　ガソリン代155,845円は1/2を超える77,922円が目的外支出である。

　　　ﾊ.　○○会12,000円、○○組10,000円、○○小校友会6,000円、○○議員懇談会6,000円の合計34,000円は目的外支出であり、その余は適正な支出と認められる。

　　　ﾆ.　会合参加費118,000円は研修費に分類すべきものを誤って算入したと記載しているが、収支報告書に計上されている以上、平成16年度と同様監査の対象となるものであり、詳細不明のため、全額が目的外支出である。

　(2)　広報費　197,673円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきであり、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報誌発行費
	197,673
	印刷代、折り込み代



ウ　調査結果

　　　　自民党府議団だより2005年春号の追加印刷代及び新聞折込代であり、適正な支出である。

　(3)　事務所費　917,710円

ア　請求人の主張

　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	共益費　負担分
	600,000
	　

	DVDレコーダ　他
	150,961
	　

	パソコンソフト　他
	10,956
	　

	事務用品
	6,200
	　

	　　〃
	1,916
	　


	パソコン周辺機器　他
	27,810
	　

	インクカートリッジ　他
	13,892
	　

	トナーカートリッジ　他
	52,820
	　

	　　〃
	38,675
	　

	パソコンソフト
	14,480
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　平成16年度と同様、共益費負担分600,000円のうち240,000円を認め、360,000円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他の支出は全て適正と認められる。

　(4)　事務費　1,500,771円

ア　請求人の主張

使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	車両購入費分担分
	600,000
	　

	駐車場使用料
	216,000
	　

	郵送費
	239,465
	　

	電話代
	263,906
	　

	車両維持費（税金）
	45,000
	　

	　　〃　　（修理代）
	63,000
	　

	　　〃　　（〃）
	14,100
	　

	　　〃　　（保険）
	59,300
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　平成16年度と同様車両購入費分担分600,000円、車両維持費181,400円の781,400円は全額目的外支出である。

　　　ﾛ.　駐車場使用料、郵送費は適正な支出と認められる。

　　　ﾊ.　電話代は平成16年度と同様、固定電話代173,758円の1/2を超える86,879円、携帯電話代228,187円の1/4を超える171,140円は目的外支出であるが、263,906円を計上しているので、143,926円を超える119,980円が目的外支出である。

　　　ﾆ.　郵送費は適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　1,560,000円

ア　請求人の主張

　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査協力（政務調査）
	600,000
	　

	　　〃　　
	960,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様720,000 円が目的外支出である。

(6)　小括

　　　調査研究費のうち516,370円、事務所費のうち360,000円、事務費のうち、901,380円、人件費のうち720,000円の合計2,497,750円が目的外支出である。

2　議員２
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　132,457円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	海外行政調査（自己負担分）　2/22
	97,577
	スコットランド等の調査

	府政等調査研究　Ｈ１６．４～Ｈ１７．３
	34,880
	タクシー利用１７回


ウ　調査結果

　　　ｲ.　海外行政調査は府議会海外行政調査として地方分権の発展度を調査するためスコットランド議会等を視察したもので、適正妥当な支出である。

　　　ﾛ.　タクシー代は、詳細不明のものが多いが、本件監査基準により、１２万円の範囲内であるので、全額適正と認められる。

　(2)　広報費　429,754円

　ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ運営経費　７/14
	34,800
	サーバーレンタル料

	「活動報告」経費　12/15
	89,082
	新聞折込料

	　　〃
	25,872
	　　〃

	広報費
	280,000
	手帳購入代


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ホームページ運営及び活動経費はいずれも適正な支出と認める。

　　　ﾛ.　手帳280,000円は議会手帳を700部購入し、活動報告に添えて新年会で配布したものであり、議員の一般的な活動に伴う交際費ともいうべきもので、使途基準に反し目的外支出である。

　(3)　事務所費　2,353,575円

　ア　請求人の主張

　　　目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃借料
	1,960,000
	　

	光熱水費
	154,455
	　

	電話代
	239,120
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　実父が所有する2階建建物の1階20坪位を事務所に使用し、実父から月20万円で借り上げているとのことであるが、賃貸借契約書は作成されておらず、毎月の支払いを証明する振込書等客観的な資料の提出はない。賃貸契約書に代わるものとして１月から始まる支払簿の写し及び４月から始まる家賃領収之通が提出された。契約書の締結と毎月の銀行振込みといった客観的な資料がなく、賃料として支払われていることは確認できず、全額目的外支出と認められる。光熱水費は別途支出しており、240,000円の範囲内である。

　　　ﾛ.　光熱水費、電話代はいずれも2階とは別メーター、別電話であり、後援会と按分して80％を計上しているが、不適切とまではいえない。

　(4)　事務費　1,556,893円

　ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	購入費の1/6
	800,000
	　

	駐車場代（１２ヶ月分）　Ｈ１６．４～Ｈ１７．３
	288,000
	　

	ガソリン代　Ｈ１６．４～Ｈ１７．３
	94,380
	　

	車検費用　４/17
	97,505
	　

	　　〃　　　4/18
	51,192
	　

	自動車税　5/14
	11,500
	　

	自動車保険料　5/26
	164,620
	　

	ＪＡＦ会員　6/2
	4,000
	　

	タイヤ交換　3/19
	45,696
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　車の購入の1/6に相当する80万円を毎年計上することは目的外支出で違法である。後援会用の車を含め車の取得を前提とする車検費用148,697円、自動車税11,500円、自動車保険料164,620円、JAF会費4,000円、タイヤ交換45,696円も目的外支出である。

ﾛ.　駐車場代288,000円は、自宅マンションの駐車場月額24,000円であり、来客用ではなく、私費で支払うべきものであり、全額目的外支出である。

ﾊ.　ガソリン代94,380円は、私用に使っていないとのことであるので、後援会と按分し、1/2を超える47,190円は目的外支出である。

　

　(5)　人件費 　1,920,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）　Ｈ１６．４．１～Ｈ１７．３．３１
	1,794,000
	　

	事務員（政務調査活動、後援会活動）　Ｈ１６．４～Ｈ１７．３
	126,000
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員2人を雇用しており、78％を政務調査活動に按分しているが、不合理とまではいえない。

　(6)　小括
　　　　広報費のうち280,000円、事務所費のうち1,960,000円、事務費のうち1,509,703円の合計3,749,703円が目的外支出である。

　平成１７年度

　(1)　調査研究費　176,282円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	大阪市政研究　12/2
	66,325
	○○教授から報告

	　　〃　　　　12/16
	22,000
	　　〃

	大阪府政研究　2/8
	29,000
	○○記者と勉強会

	堺市政研究　3/2
	24,097
	○○助教授と府立大移転について

	府政等調査研究　Ｈ１７．４～Ｈ１８．３
	34,860
	タクシー利用（１３回）


ウ　調査結果

1. 大阪市政研究費はいずれも調査研究に該当するが、66,325円は4名参加の分であり、1名5,000円を超える46,325円は目的外支出である。22,000円は自己負担金であるが、5,000円を超える17,000円は目的外支出である。

2. 大阪府政研究も調査研究に該当するが、４名で29,000円であり、１名5,000円を超える9,000円は目的外支出である。

3. 堺市政調査研究も同様であるが、３名で24,097円であり、１名5,000円を超える9,097円は目的外支出である。

4. タクシー代は本件監査基準により、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　351,260円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ運営経費　6/6
	53,760
	サーバーレンタル料

	広報費　12/5
	297,500
	手帳購入代


ウ　調査結果

　　　　ホームページ運営経営は適正な支出であるが、平成１６年度と同様手帳購入代297,500円目的外支出である。

(3) 事務所費  2,442,955円　

ア　請求人の主張

目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃借料
	1,960,000
	　

	光熱水費
	184,055
	　

	電話代
	298,900
	　


ウ　調査結果

　　　　  平成１６年度と同様、光熱水費、電話代は適正な支出であるが、実父との賃借料名下の支払1,960,000円は、基本的な考え方に反し、目的外支出である。

　(4)　事務費　1,659,458円

　ア　請求人の主張

使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	購入費の1/6
	800,000
	　

	駐車場代ア（１２ヶ月分）　Ｈ１７．４～Ｈ１８．３
	288,000
	　

	　　〃　　イ（１２ヶ月分）　　Ｈ１７．４～Ｈ１８．３
	300,000
	　

	自動車税　5/17
	11,500
	　

	自動車保険料　5/26
	152,040
	　

	ＪＡＦ会員　5/23
	4,000
	　

	ガソリン代　Ｈ１７．４～Ｈ１８．３
	103,918
	　


ウ　調査結果

1. 　駐車場代、ガソリン代を除く967,540円は平成１６年度と同じ目的外支出である。

2. 　駐車場代は自宅マンション以外に事務所の近所に駐車違反対策も兼ねて1台借り増ししたとのことであり、事務所の近所の分は来客兼用とすれば1/2の限度で適正であり、これを超える150,000円と自宅マンション駐車場288,000円は目的外支出である。

3. 　ガソリン代103,918円は本件基準により1/2を超える51,959円を超える51,959円が目的外支出である。

(5)　人件費　1,920,000円

　　ア　請求人の主張

常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）　Ｈ１７．４．１～Ｈ１８．３．３１
	1,845,000
	　

	事務員（政務調査活動、後援会活動）　Ｈ１７．４～Ｈ１８．３
	75,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様に事務員２名を雇用しており、按分料が７８％から８２％と若干増加しているが、不合理であるとまでは言えない。

(6)　小括

　　　調査研究費のうち81,422円、広報費のうち297,500円、事務所費のうち1,960,000円、事務費のうち1,457,499円の合計3,796,421円が目的外支出である。

3　議員３


　平成１６年度

　(1)　調査研究費　15,450円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	タクシー代
	14,140
	　

	駐車場代
	9,300
	　

	高速代
	4,200
	　


ウ　調査結果

　　　　上記使途内容27,640円のうち収支報告書には15,450円を計上しており、本件基準により適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　949,438円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	切手購入
	84,000
	　

	交通費
	12,340
	タクシー代、駐車場代

	郵送料
	507,965
	書類送付

	ポスティング代
	19,493
	　

	作業費
	69,536
	○○作業所

	文具購入
	273
	乾電池

	写真現像料
	5,400
	　

	印刷費
	256,620
	　

	備品購入
	10,100
	　


ウ　調査結果

　　　　上記合計965,727円のうち949,438円を計上しており、収支報告書のホームページ作成費に見合う支出は認められないが、行事案内を含む広報紙の印刷、発送や配布に伴う支出としていずれも適正なものと認められる。

　(3)　事務所費　531,422円

　　ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	駐車場代
	247,500
	４回分

	水道代
	1,575
	　

	事務所賃貸料　４回
	300,000
	４回分


ウ　調査結果

上記使途内容549,075円のうち収支報告には531,422円を計上している。

　　　ｲ.　事務所は自主民主党支部の肩書き入りで1ヵ月15万円で賃借し、政党活動、後援会事務所と兼用していると思われるため1/3に按分して年間60万円までが適正なところ30万円の限度で支出しており、適正と認められる。

　　　ﾛ.　駐車場は議員用、秘書用、来客用で3台、1台33,000円で賃借しており、１/2の按分が適正であるところ、その範囲内の247,500円を計上しており、適正と認められる。

　　　ﾊ.　水道代は金額からも適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　1,538,856円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース代
	153,512
	　

	電話代
	406,721
	　

	ＩＣレコーダー
	32,000
	　

	保険代
	244,457
	　

	通信費
	2,448
	　

	印刷費等
	751,446
	　

	水道代
	3,150
	　


ウ　調査結果

　　　　上記使途内容は1,593,734円であるが、収支報告書には1,538,856円を計上している。

ｲ.　リース代、固定電話代、ＩＣレコーダー、社会保険代、水道代は1/2、携帯電話代は1/4に按分されており、いずれも適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　その他は支出項目の当否はともかく、各別に領収証があり、不適正な支出は認められなかった。なお、印刷費の中に封筒名刺等印刷として1件49,350円の支出があるが、内訳が不明であるところ、全額目的外支出としても使途内容1,593,734円と収支報告書1,538,856円の差額54,878円の範囲内であるから、目的外支出は認められない。

　(5)　人件費　1,545,719円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	人件費　事務員給与・賞与
	770,000
	４月～８月　１名

	人件費　　　〃
	990,000
	９月～３月　２名


ウ　調査結果

　　　　上記使途内容は1,760,000円であるが、収支報告書には1,545,719円を計上している。

　　　　8月までは政務調査専用補助の秘書1名であったが、9月以降1名増やし、業務を分けたため、1/2に按分し、2名分で1ヵ月合計11万円を支払い、源泉徴収票も提出されており、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　目的外支出は認められない。

　平成１７年度

　(1)　調査研究費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(2)　広報費　382,296円

ア　請求人の主張

　　　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	郵送料
	77,904
	　

	印刷代
	397,294
	　

	作業費
	5,693
	○○作業所

	ポスティング代
	12,500
	　


ウ　調査結果

　　　　使途内容合計493,391円のうち収支報告書には382,296円を計上している。平成16年度と同様ホームページ作成費に該当する支出はなく、収支報告書の表現が適切とは言えないが、各支出は全て適正と認められる。

　(3)　事務所費　1,497,150円

　　ア　請求人の主張

　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース代
	104,914
	　

	駐車場代
	594,000
	　

	事務所家賃
	825,000
	　

	水道代
	7,875
	　


ウ　調査結果

　　　　上記使途内容1,531,789円のうち収支報告書には1,497,150円を計上している。

　　　ｲ.　平成16年度は事務費に計上されていたリース代が事務所費に計上されており、詳細不明であるが、金額に照らし、不適切とまではいえない。

　　　ﾛ.　駐車場代は3台分月額99,000円を1/2に按分しており、適正な支出と認められる。

　　　ﾊ.　事務所費は賃料月額150,000円の1/2を計上しているが、名義、使用態様に照らし、1/3の按分が適正であり、60万円を超える225,000円は目的外支出である。

　　　ﾆ.　水道代は1/2に按分されているが、金額に照らし、不適切とまでは言えない。　

　　　ﾎ.　目的外支出は225,000円であるが、1,531,789円と1,497,150円の差額34,639円を控除した190,361円を目的外支出と認める。

　(4)　事務費　827,104円

ア　請求人の主張

　　　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電話
	293,163
	　

	保険代
	394,251
	　

	備品購入
	199,054
	　

	労働保険
	39,655
	大阪南労働基準監督署

	印刷費
	16,800
	

	リース代
	20,475
	


ウ　調査結果

　　　　上記使途内容963,398円のうち収支報告書には827,104円を計上している。

社会保険料、電話代、労働保険料、リース料全て1/2、携帯電話は1/4に按分されており、その他の支出も含め適正なものと認められる。

　(5)　人件費 　1,760,000円

　ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	人件費
	1,760,000
	事務員給与・賞与　２名分


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様、2名分を1/2に按分したものであり、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　事務所費のうち190,361円が目的外支出である。

4　議員４
平成１６年度

　(1)　調査研究費　　59,150円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	タクシー代
	59,150
	総額245,720円


ウ　調査結果

　　　　本件監査基準に照らし、適正な支出である。

　(2)　広報費  384,544円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ミニ府政報告はがき代等
	400,030
	


ウ　調査結果

以上合計は400,030円となっており、うち384,544円を政務調査費に計上した旨説明があった。

ミニ府政報告はがき代等はすべて適正である。

　(3)　事務所費  301,672円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	○○事務所借上料
	210,000
	　

	事務所窓掲示代
	33,000
	

	電話代
	58,672
	総額60,684円　


ウ　調査結果

○○事務所借上料210,000円は、契約書ないし振込書などにより、賃料支払等が認められず、目的外支出である。事務所窓掲示代33,000円は使途基準に合致せず、目的外支出である。電話代58,672円は、後援会活動には、関連会社の電話を使用しているとの説明であり、金額等も考慮し、適正と認める。

　　　　したがって、243,000円が目的外支出である。

　(4)　事務費  255,732円

　ア　請求人の主張

　　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	レッタクス代
	34,800
	

	封筒代
	132,772
	

	名刺代
	12,600
	

	デジカメ代
	23,280
	

	プリンタ代等
	52,280
	


ウ　調査結果

　　　　レタックス代34,800円は、目的外支出である。封筒代132,772円は、領収証が後援会宛となっていることも考慮し、1/2の按分によるべきであり、66,386円は適正であるが、66,386円は目的外支出である。名刺代12,600円は目的外支出である。デジカメ代23,280円の領収証は、関連会社宛となっており、目的外支出である。プリンタ代等は、本件監査基準に照らし、適正と認める。

したがって、137,066円が目的外支出となる。

　(5)　人件費  1,202,000円

ア　請求人の主張

　　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	人件費
	1,202,000
	


ウ　調査結果

　　適正に按分されており、適正な支出と認める。

(6) 小括

事務所費のうち243,000円及び事務費のうち137,066円の合計380,066円が目的外支出である。

平成１７年度

(1) 調査研究費　443,620円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	海外行政視察旅費
	360,685
	

	タクシー代等
	82,935
	総額369,180円


ウ　調査結果

海外行政視察旅費360,685円は、会派としての議員団で決議の上での視察であり、適正と認める。タクシー代等82,935円は、総額369,180円の支出に対する按分計上であり、旅行代50,685円（上記視察の費用の一部）も含まれているが、本件監査基準に照らし、適正と認める。

　(2)　広報費  275,787円

　　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	道路使用許可代等
	275,787
	


　　　ウ　調査結果

道路使用許可代等は適正と認める。

　(3)　事務所費  1,499,081円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	○○事務所借上料
	900,000
	　

	○○事務所地代借上料
	398,000
	月額６万円１１か月

	府政ノート・看板代
	144,200
	

	光熱費
	56,881
	


　ウ　調査結果

○○事務所借上料900,000円は、契約書ないし振込書などにより、賃料支払等が認められず、目的外支出である。○○事務所地代借上料398,000円は、概ね、金融機関の明細の裏付けがあり、按分比も不適正とまではいえない。府政ノート・看板代144,200円は、使途基準に合致せず、目的外支出である。光熱費56,881円は、金額等も考慮し、適正と認める。
　　　　したがって、1,044,200円が目的外支出である。

　(4)　事務費  338,970円

　　ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	レタックス
	194,747
	

	通信費（電話代・ＦＡＸ）
	144,223
	


ウ　調査結果

レタックス194,747円は、目的外支出である。通信費144,223円は、平成１６年度と同様、適正と認める。

　(5)　人件費  3,118,200円

　ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	人件費
	3,118,200
	


ウ　調査結果

適正に按分されており、適正な支出と認める。

(6)　小括

事務所費のうち1,044,200円及び事務費のうち194,747円の合計1,238,947円が目的外支出である。

5　議員５
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　2,640,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査委託費
	2,640,000
	日本共産党府議会議員団への調査委託　12件


ウ　調査結果

　　　　調査委託12件と記載されているが、具体的な12件の委託内容は認められず、本件基準により1/2を超える1,320,000円は目的外支出である。

　(2)　広報費　1,042,195円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	1,042,195
	


ウ　調査結果

　　　　いずれも適正な支出と認める。

　(3)　事務所費　1,389,821円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所使用料　12ヶ月
	1,068,000
	

	共益費・電気料金　12ヶ月
	316,219
	

	表示灯、室内灯交換　2件
	5,602
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所使用料1,068,000円は共産党地区委員会に支払われていることになっているが、賃貸借契約書がなく、このことについては政治資金規正法上、党地区委員会は法人格をもたないからあえて契約書を作成していないとのことであるが、他の党地区委員会と議員の賃貸借契約書が存在していること、事務所が共産党の○○相談センターを兼ねていること、表示灯の領収証の宛名も日本共産党となっていることから、賃貸借の実態があるとは認められず、目的外支出である。共益費、電気料金を負担しているから、240,000円の維持管理費を認めるケースでもない。

　　　ﾛ.　共益費・電気料金は維持運営費用として適切と認められる。

　　　ﾊ.　表示灯等交換5,602円のうち廊下表示灯の1,302円の領収証の宛先は日本共産党となっており、目的外支出である。

　(4)　事務費　636,656円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費等
	　　516,656
	

	法律相談弁護士交通費　24人分
	120,000
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　法律相談弁護士交通費120,000円は、相談者に対する議員としての法的サービスの提供費用と認められ、目的外支出である。

　　　ﾛ.　通信費等は適正と認められる。

　(5)　人件費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(6)　小括

　調査研究費1,320,000円、事務所費のうち1,069,302円、事務費のうち120,000円の合計2,509,302円が目的外支出である。

　平成１７年度

　(1)　調査研究費　2,640,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査委託費
	2,640,000
	日本共産党府議会議員団への調査委託　12件


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様の理由により1/2を超える1,320,000円は目的外支出である。

　(2)　広報費　849,474円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	849,474
	


ウ　調査結果

　　　　いずれも適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,355,045円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所使用料　12ヶ月
	1,068,000
	

	共益費・電気料金　12ヶ月
	287,045
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　平成16年度と同様の理由により事務所使用料1,068,000円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　共益費等は適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　643,685円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費等
	523,685
	

	法律相談弁護士交通費　24人分
	120,000
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　平成16年度と同様に法律相談弁護士交通費120,000円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　通信費等は適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　150,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）給与5か月分
	150,000
	


ウ　調査結果

　　　　1ヶ月30,000円で11月から支払っており、適正な支出と認める。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち1,320,000円、事務所費のうち1,068,000円、事務費のうち120,000円の合計2,508,000円が目的外支出である。

６　議員６
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　65,140円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出　　　　　　　を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ガソリン代　
	59,640
	　

	駐車場代
	5,500
	　


ウ　調査結果

　　　　事務所で車を1台使用しており、出先で現金で入れたガソリン代と駐車場代を計上している。どのような場所に行ったのか詳細は不明であるが、その金額が年間65,140円であることに照らすと、本件監査基準により適正な範囲内の支出であると認められる。

(2)　広報費　1,451,700円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	○○通信　６／２３
	114,000
	印刷代

	一周年報告書
	661,500
	企画料

	　　〃
	676,200
	印刷代


ウ　調査結果

　　　　広報誌○○通信を年3～4回発行しており、後援会部分も掲載されているが、そのうち1号分のみを計上しており、その按分が不合理とはいえない。一周年報告書は議会質問、府議会レポート等の内容で後援会部分は認められず、全額計上は適正である。

　(3)　事務所費　1,759,361円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,080,000
	　

	光熱水費
	127,361
	　

	車庫代
	552,000
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所は賃料月額18万円で賃借し、光熱水費とともに後援会と1/2で按分しており、適正な支出である。

　　　ﾛ.　駐車場は、事務所付近で1ヵ月66,210円で3台賃借し、そのうちの2台分として1ヵ月46,000円、年間552,000円を計上しており、来客用として不適正とは言えない。

　(4)　事務費　871,524円

ア　　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	コピーリース料
	302,400
	　

	通信費
	202,367
	　

	ＣＡＴＶ
	97,020
	　

	切手・ハガキ
	248,700
	　

	事務用品
	21,037
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　通信費は固定電話3台のうち1台分、携帯電話2台のうち1台分をそれぞれ計上しており、携帯電話が２台必要であることについて疑問はあるが、按分が不適正とまでは言えない。

　　　ﾛ.　コピーリース料、CATVは、按分されていないので、後援会部分と按分し、1/2を超える199,710円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他は、金額に照らしても適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　1,305,150円

　　ア　　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動他）
	1,080,000
	　

	アルバイト代
	84,000
	　

	　　〃
	141,150
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員1名を給与月額18万円で雇用しており、後援会と1/2で按分しており、適正な支出であると認められる。

　　　　アルバイトは1名を5ヶ月間雇用したもので、領収証もあり適正な支出であると認められる。

　(6)　小括

事務費のうち199,710円が目的外支出である。

　平成１７年度

　(1)　調査研究費　342,400円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ガソリン代　４／８
	33,400
	　

	アルバイト代
	309,000
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代33,400円は平成16年度と同様に詳細不明であるが、本件監査基準により適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　アルバイト代4回309,000円は領収証も提示されず、詳細不明であり、目的外支出と認められる。

　(2)　広報費　1,047,044円

ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	○○通信　４／５
	36,750
	封筒印刷代

	○○通信　４／８
	118,125
	印刷代

	○○通信　４／１９
	262,600
	郵送料

	府政報告　４／２６
	15,750
	増刷代

	○○通信　６月
	36,750
	封筒代

	○○通信
	59,094
	印刷代

	○○通信　６／２３
	196,012
	郵送料

	○○通信　３／１０
	122,063
	印刷代

	○○通信　３／１３
	199,900
	郵送料


ウ　調査結果

　　　　平成17年度は○○通信7号～11号を発行し、そのうち3号分を政務調査費から計上しており、不適正とは言えない。

　(3)　事務所費　1,816,657円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	光熱水費
	127,852
	　

	家賃
	1,080,000
	　

	車庫代
	276,000
	　

	電話代
	119,565
	　

	ＣＡＴＶ
	93,240
	　

	コンピューター保守費
	120,000
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　車庫は2台となり、その1/2を、光熱水費、家賃は平成16年度と同様1/2を按分しており、適正な支出であると認められる。

　　　ﾛ.　電話代は3台ある固定電話の1台分であり、適正な支出であると認められる。

　　　ﾊ.　CATV、コンピューター保守費は、按分されていないので、いずれも後援会部分と按分し、1/2を超える106,620円は目的外支出である。　　

　(4)　事務費　751,623円 

ア　請求人の主張

　　　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	コピーリース料　１２ヶ月分
	302,400
	　

	通信費
	104,328
	　

	事務用品
	344,895
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　通信費は携帯電話2台のうち1台分であり、適正な支出であると認められる。

　　　ﾛ.　コピーリース料は平成16年度と同様、後援会部分と按分し、1/2を超える151,200円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　事務用品は詳細不明であり、本件監査基準により、１２万円を超える224,895円は目的外支出である。

　(5)　人件費　1,480,000円

　ア　請求人の主張

　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	1,260,000
	　

	アルバイト
	220,000
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員、アルバイトとも平成16年度と同様に勤務実態、支給実績が認められ、事務員は1/2に按分されており、いずれも適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち309,000円、事務所費のうち106,620円、事務費のうち376,095円の合計791,715円が目的外支出である。

7　議員７
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　85,840円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管内調査旅費
	85,840
	


ウ　調査結果

　　　  いずれも適切な支出と認められる。

　(2)　広報費　376,450円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ作成委託料等
	156,450
	

	事務所用広報看板設置施工費
	150,000
	

	事務所広報用ガラスフィルムカッティングシート施工費
	70,000
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　看板が政務調査活動のための広報費として通常必要な経費とは認められず、150,000円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　ガラスフィルムカッティングシート施工70,000円も同様に目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他の支出はいずれも適正と認められる。

　(3)　事務所費　2,034,344円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料等
	2,034,344
	


ウ　調査結果

　　　　いずれも適正支出と認められる。

　(4)　事務費　2,650,593円
　
ア　請求人の主張

使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	パソコン・コピー機リース料等
	1,250,632
	

	自動車リース料(12ヵ月分)
	727,020
	

	ガソリン代
	249,495
	

	タクシー代等
	251,020
	

	携帯電話料(12ヵ月分)
	153,856
	

	レタックス代
	18,570
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　自動車リース料727,020円は1ヶ月60,585円であるが、1/2に按分して363,510円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　ガソリン代249,495円は1/2を超える124,747円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　タクシー代等251,020円は詳細不明であり、120,000円から調査研究費で認めた85,840円を差し引いた34,160円を超える216,860円は目的外支出である。

　　　ﾆ.　携帯電話代153,856円は1/4を超える115,392円は目的外支出である。

　　　ﾎ.　レタックス代18,570円は目的外支出である。

　　　ﾍ.　その他は適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　540,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員人件費　9か月分(政務調査活動)
	540,000
	


ウ　調査結果

　　　　毎月の領収証が提出され、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　広報費のうち220,000円、事務費のうち839,079円の合計1,059,079円が目的外支出である。 

平成１７年度

　(1)　調査研究費　313,440円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費
	285,740
	

	管内調査旅費
	27,700
	タクシー代(7回分)


ウ　調査結果

　　　　タクシー代7回分は本件基準120,000円の範囲内であり、その他の支出もいずれも適正と認められる。

　(2)　広報費　341,025円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ作成委託料等 
	341,025
	


ウ　調査結果

　　　　いずれも適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　2,016,829円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　

　イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料等
	2,016,829
	


ウ　調査結果

　　　　いずれも適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　2,490,310円

　　ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	パソコン・コピー機リース料等 
	886,067
	

	自動車リース料(12ヵ月分)
	727,020
	

	ガソリン代
	243,716
	

	タクシー代等
	462,770
	

	携帯電話料(12ヵ月分)
	139,337
	

	レタックス代
	31,400
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　自動車リース料727,020円は1/2を超える363,510円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　ガソリン代243,716円は1/2を超える121,858円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　タクシー代等462,770円は120,000円から調査研究費で認めた27,700円を差し引いた92,300円を超える370,470円は目的外支出である。

　　　ﾆ.　携帯電話料139,337円は1/4を超える104,502円は目的外支出である。

　　　ﾎ.　レタックス代31,400円は目的外支出である。

　　　ﾍ.その他の支出は適正と認められる。

　(5)　人件費　330,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員人件費　3ヶ月分(政務調査活動)
	240,000
	

	事務員人件費　3ヶ月分（政務調査活動）
	90,000
	


ウ　調査結果

　　　　毎月の領収証も提出されており、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　事務費のうち991,740円が目的外支出である。

8　議員８

　平成１６年度

　(1)　調査研究費　552,013円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	政務調査活動
	227,840
	高速代、駐車代等

	
	128,311
	ガソリン代　24件

	
	157,362
	喫茶食事代　64件

	
	2,000
	○○協会賛助会懇親会会費

	
	26,000
	保健所協力4団体役員研修会参加費

	
	3,000
	○○地区新年会会費

	
	7,000
	保健所協力団体新年会会費

	
	500
	モダニズム入場料


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代を除く交通費227,840円は詳細不明であり、120,000円を超える107,840円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　ガソリン代128,311円は1/2を超える64,155円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　喫茶食事代157,362円は詳細不明であり、必要性と相当性が認められず、目的外支出である。

　　　ﾆ.　新年会会費10,000円、モダニズム入場料500円は目的外支出である。

　　　ﾎ.　賛助会2,000円は講演会後の懇親会であり、適正な支出と認められる。

　　　ﾍ.　役員研修会26,000円は1泊の研修バス旅行であり、一応適正と認める。

　(2)　広報費　974,800円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報活動費
	26,250
	広報事務費

	広報紙発行経費
	472,500
	デザイン企画、取材、印刷代

	広報活動費
	44,000
	デジタルカメラ購入費

	ホームページ年間維持管理費
	420,000
	デザイン、訂正、取材、撮影、コピー等　H16.4～H17.3

	タクシー代その他
	12,050
	


ウ　調査結果

　　　　いずれも適正と認める。

　(3)　事務所費　1,152,145円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	自動車借上げ費
	910,980
	

	駐車場代
	100,800
	

	光熱水費
	138,692
	

	卓上書棚購入費
	1,673
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　自動車リース料910,980円は1/2を超える455,490円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　駐車場代は、来客兼用か不明であるが、兼用と認めて1/2を超える50,400円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　光熱水費は自宅と1/2で按分しており、不合理とは言えない。

　　　ﾆ.　卓上書棚は相当な支出である。

　(4)　事務費　1,522,440円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（携帯電話、ファックス代　12ヵ月分）
	688,021
	

	リース料（コピーファックス兼用機　12ヵ月分）
	204,750
	

	事務用品代等
	325,245
	

	ガソリン代　23件
	124,191
	

	火災地震保険料（月払い）
	70,480
	

	出張鞄代
	20,790
	

	ビジネスバッグ　3件
	22,520
	

	簡易補聴器購入費
	19,800
	

	リース車車庫証明費用
	11,100
	

	リース車洗車　1件
	1,575
	

	名刺代
	6,000
	

	リース車点検費
	9,400
	

	携帯電話用品　4件
	18,568
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　携帯電話代426,020円は1/4を超える319,515円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　ガソリン代124,191円は1/2を超える62,095円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　火災地震保険料70,480円、出張鞄代20,790円、ビジネスバッグ3件22,520円、簡易補聴器購入19,800円、リース車庫証明費用11,100円、リース車洗車1,575円、名刺代6,000円、リース車点検費9,400円、携帯電話用品18,568円の合計180,233円が目的外支出である。

　　　ﾆ.　その他は認める。

　(5)　人件費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(6)　小括

　調査研究費のうち339,857円、事務所費のうち505,890円、事務費のうち561,843円の合計1,407,590円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　581,747円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費
	25,860
	都内都市再開発視察(交通費)

	管外調査旅費
	25,860
	都内都市再開発の視察（交通費）

	政務調査活動
	102,076
	ガソリン代　19件

	その他交通費
	305,640
	

	喫茶食事代
	122,311
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　管外調査旅費2件はいずれも適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　ガソリン代102,076円は1/2を超える51,038円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　喫茶食事代122,311円は全額目的外支出である。

　　　ﾆ.　その他の交通費305,640円は詳細不明であり、120,000円を超える185,640円は目的外支出である。

　(2)　広報費　1,601,010円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費等
	1,167,010
	デザイン企画、取材、印刷代

	広報費
	7,000
	議会手帳代

	広報活動
	7,000
	保健所協力4団体新年会会費

	ホームページ年間維持
	420,000
	デザイン、訂正、取材、撮影、コピー等
H17.4～H18.3


ウ　調査結果

　　　ｲ.　議会手帳代7,000円、新年会会費7,000円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　その余の支出は適正と認める。

　(3)　事務所費　1,321,883円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	自動車借上げ費
	910,980
	

	駐車場代
	103,800
	

	光熱水費
	106,746
	

	自動車修理費
	77,400
	

	電動自転車購入費
	79,200
	

	インターホーン購入費
	21,200
	

	洗車カード代
	21,000
	

	事務用品代
	1,557
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　自動車借上げ費、駐車場代はいずれも1/2を超える455,490円、51,900円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　自動車修理費77,400円、電動自転車購入費79,200円、洗車カード代21,000円、合計177,600円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　インターホーンは4/5に按分されており、事務用品代とともに適正と認める。

　(4)　事務費　1,303,445円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費
（携帯電話、ファックス代　12ヵ月分）
	552,896
	

	リース料（コピーファックス兼用機　12ヵ月分）
	245,700
	

	事務用品代等
	205,189
	

	ガソリン代　27件
	156,805
	

	火災・地震保険料（月払い）
	70,480
	

	印刷費（挨拶文）
	39,900
	

	携帯電話更新料
	12,600
	

	リース自動車点検費　2件
	7,800
	

	折りたたみ自転車購入費
	10,500
	

	リース車洗車代
	1,575
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　携帯電話代351,522円は1/4を超える263,641円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　ガソリン代156,805円は1/2を超える78,402円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　火災・地震保険料70,480円、印刷費（挨拶文）39,900円、携帯電話更新料12,600円、リース自動車点検費7,800円、折りたたみ自転車購入費10,500円、リース車洗車代1,575円の合計142,855円が目的外支出である。

　　　ﾆ.　その他は適正と認める。

　(5)　人件費　0円
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(6)　小括

　　　調査研究費のうち358,989円、広報費のうち14,000円、事務所費のうち684,990円、事務費のうち484,898円の合計1,542,877円が目的外支出である。

9　議員９

　平成１６年度

　(1)　調査研究費　　180,182円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究のため　
	180,182
	交通費（新幹線タクシー含む）


ウ　調査結果

　　　　180,182円を支出しており、本件監査基準に照らし、120,000円の限度で適正であるが、その余の60,182円は目的外支出である。

　(2)　広報費　115,082円

　　ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報活動費
	115,082
	定期代


ウ　調査結果

　　　　交通費は調査研究費で120,000円を認めているので、全額目的外支出である。

　(3)　事務所費　　224,652円

ア　請求人の主張

　　　　目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	家賃等 
	224,652
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　全額適正な支出と認められる。

　(4)　事務費 　　2,626,912円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電気自転車
	123,000
	　

	自動車整備費
	301,078
	　

	写真用額縁
	15,000
	　

	名刺 
	43,050
	

	看板代
	90,300
	　

	打ち合わせ費
	76,576
	　

	その他
	1,977,908
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　本件監査基準により事務所用電気自転車123,000円、自動車の整備に関する費用5件301,078円、写真用額縁15,000円、名刺代43,050円、事務所案内立て看板代12枚90,300円の合計572,428円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　ホテル打ち合わせ費76,576円は府、市の水道事業、警察のあり方等についての意見交換会であり、4名が参加した。1名5,000円×4＝20,000円を超える56,576円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他の支出は概ね適正と認められる。

　(5)　人件費　　 0円

	　　使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(6)　小括

　　　調査研究費のうち60,182円、広報費115,082円全額、事務費のうち629,004円の合計804,268円が目的外支出である。

　平成１７年度

(1) 調査研究費  411,853円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究のため　Ｈ１７年４月
	22,700
	交通費（新幹線タクシー含む）

	５月
	21,760
	　

	６月
	47,380
	　

	７月
	9,000
	　

	８月
	22，580
	　

	９月
	10,430
	　

	１０月
	44,665
	　

	１１月
	29,494
	　

	１２月
	100,110
	　

	Ｈ１８年１月
	15,889
	　

	２月
	35,875
	　

	３月
	51,970
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　交通費のうち6月23日の江戸川区選出の区会議員と臨海公園、海浜水族館の資料の打ち合わせのための旅費13,240円、6月30日の江戸川区議会及び海浜公園視察旅費13,850円は適正な支出と認められる。その他、交通費、通行料、駐車料として年間208,580円が計上されているが、詳細不明であるため、本件監査基準により120,000円の限度で適正と認め、その余の88,580円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　打ち合わせ費176,183円のうち、領収証が提出されていない52,055円分は詳細不明であり、目的外支出である。領収証が提出されている8件の飲食費等についてはいずれも政務調査との関連自体は認められるが、17,663円(3人)のうち1人5,000円を超える2,663円、12,075円(2人)のうち1人5,000円を超える2,075円、13,080円(2人)のうち1人5,000円を超える3,080円の合計7,818円は目的外支出である。

　　　

　(2)　広報費   335,570円

　ア　請求人の主張

　　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきであり、調査研究費と深く関連する。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	印刷代等
	218,370
	

	広報活動費
	110,100
	定期代

	　
	7,100
	通行料


ウ　調査結果

　　　ｲ.　印刷代等は全て適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　広報活動費定期代110,100円、通行料7,100円については、120,000円を調査研究費で認めているので、117,200円全額が目的外支出である。　

　(3)　事務所費　　762,462円

ア　請求人の主張

　　目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	家賃等
	762,462
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様適正な支出と思われる。

　(4)　事務費　　1,656,354円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	自動車車検
	80,180
	　

	整備費用
	30,000
	　

	打ち合せ費
	34,453
	　

	その他
	1,511,721
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　備品設備費のうち、自動車の車検に関する費用80,180円、整備費用30,000円の合計110,180円は本件監査基準により、目的外支出である。

　　　ﾛ.　打ち合わせ費のうち、34,453円は詳細不明であり、目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他の支出は、不適正な支出とまでは言えない。

　(5)　人件費   0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(6)　小括

　　　調査研究費のうち148,453円、広報費117,200円、事務費のうち144,633円の合計410,286円が目的外支出である。

